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H本の都市政策の特徴、発展、課題について
村上 弘＊
北原氏の報告にコメントをさせていただいたこととの関係で、日本の都市政策についての私な
りの見方をまとめてみたい。なお、以下の主張・ 命題の多くは、一昨年に出版した『日本の地方
自治と都市政鍛』いでの考察やデータをもとにしている。
ここでは都市政策の目的を 4つに分類し、順次検討していこう。はじめの 2つ、土地利用計画
と公共施設整備は一般に都市計画の 2つの柱と呼ばれる。これに、近年重視されるようになった
政策目的として、都市の景観やアメニティの向上、および中心市街地の活性化を付け加える。一
方、都市政策の手法については、 3つに分類し、政府による規制、政府による投資、民間投資の
誘導という枠組みを用いて整理していきたい。
l 士地利用計画
土地利用計画は、市街化調整区域（欧米のグリーンベルトに近い）、用途地域（ゾーニング）、
容積率、建ぺい率、高さ規制などの制度によって、公共・民間の建設活動に対するルールを定め
る制度である。つまり、規制型政策の色彩が強い。
日本の土地利用計画は、都市計画発祥の地である西ヨーロッパに比べるとゆるやかで弱い。（ア
ジアや南北アメリカと比較すると別の評価になるだろう）。これが日本の都市の姿、つまり郊外
へのスプロール（無秩序な拡張）、工場と住宅の混在、鉄道と住宅の近接などの問題状況を生ん
できた。日本の弱い計画の原因については、いろいろな説明が考えられる。中央政府の方針が弱
いため自治体が努力しない、逆に中央集権のため自治体が努力しない、国や地方の政治において
土地所有者や企業の影響力が強い、などの説明2)である。
それとともに、歴史的背景かに注目すると、都市化と都市計画制度の導入の時間的関係が重
要であるように思われる。欧米では19世紀に都市問題が深刻化し、 20世紀前半までに、ゾーニン
編集部注＊ 立命館大学法学部教授（法学研究所大都市圏選挙研究班研究員）。本稿は、 2005年 1月22日開催法
学研究所第35回シンポジウムでのコメントを発展させたものである。
1)村上弘『日本の地方自治と都市政策ードイツ、スイスとの比較』法律文化社、 2003年。
2)北原鉄也『現代日本の都市計画」成文堂、 1998年、 15~25ペー ジ。
3) 日笠端・日端康雄『都市計画』第3版、共立出版、 2000年、 1章。
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グ、公園緑地系統、グリーンベルトなどを含む都市計画制度が整備され、そのもとでさらに都市
化が進んだ。これに対して、日本は19世紀末から都市問題が起こったが、土地利用規制の面では
不十分な1919年の都市計画法が戦後も存続し、一応本格的な都市計画法（用途地域の細分化、市
街化調整区域制度）への改正は1968年を待たなければならなかった。高度成長による都市の巨大
化を後追いする形になったのである。その間、約50年にわたる都市計画制度の停滞は、戦前の日
本の民主主義や地方自治の弱さと関連していたのではないだろうか。
さて、その後の動きだが、 80年代末のバブル経済のもとで商業地の地価高騰が住宅地に波及し
たため、 2つの用途地区の区分を強めるために、 1992年、住居系の用途地域が細分化された。ま
た、地域合意による上乗せ規制制度として、地区計画、建築協定の制度が導入され、少しずつ適
用が広がっている。
他方で、 80年代には「内需拡大」「民活」（民間投資の活用）の号令のもと、都市計画が規制緩
和され、ビルやマンションの建設が進んで日本の都市を立派にしたが、バブル経済の失政にもっ
ながった。 2002年、小泉内閣の構造改革のなかで打ち出された「都市再生」も、規制緩和と財政
支援によって民間の建設投資を促そうとするものである。ただし、今回は、対象となる緊急整備
地域の指定が、人口100万人の大都市で 2~3 か所という程度の限られたものになっているい。
おそらく、都市開発に対する住民の反対の可能性と、全面的な開発によるビルの供給過剰の危険
に配慮したものだろう。
2 公共施設整備
都市に必要な道路、公共交通機関、公園などの公共財は、都市計画の地図上でその予定地が示
されるが、実際に整備するためには、資金と用地を確保しなければならない。
資金面つまり公共投資は、総額ではGDPの約 5%を占め (2003年）、先進国の中で最大規模
に達している。問題はこれによる財政負担の重さと、投資メニューの偏りである。後者について
一例を挙げると、特定財源に支えられた道路整備予算と、そうでない鉄道整備予算の格差は顕著
である。鉄道のうちでも地下鉄やモノレールは路面電車 (LRT) に比べて優先されており 5)、
その結果、日本の公共交通は、大都市では（民鉄の投資もあって）先進国の中で遅れをとらない
が、西ヨーロッパならば路面電車が活躍しているはずの中小都市においては弱い。
また、公共投資で冷遇されている分野のうちいくつかは、民間の投資によってカバーされてき
た。民間企業による鉄道、あるいは住宅の建設がその例である。かつては不足していた公園を、
鉄道会社などが遊園地、テーマパークを経営することで補ってきたが、最近は公共の公園が立派
4)首相官邸．都市再生本部のホームページ。
5) 2003年度予算では、国庫補助金の総額が地下鉄403億円に対してLRTはわずか3億円という格差がある。
国士交通省総合政策局「地域交通年報』平成15年版。ちなみに、 ドイツでは都市自治体が地F鉄、バス、路
面電車の整備を進めるとき、自由に使える連邦政府の統合補助金が活用されてきた。村上、前掲書、 5章を
参照。
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になったこともあって、遊園地は経営不振に陥ることも多い（これは、「民業圧迫」とは言われ
ないが）。
つぎに、用地の確保のためには、用地買収とともに、規制型の手法が中心になる。都市計画施
設の予定地における建築の規制や、土地収用の制度である。
また、規制というほどではないが、一種の「自己規制」手法として、地区の整備を、地元の合
意のうえで地元の負担によって進める制度が活用されている。区画整理は土地所有者が土地の一
部を供出することで、公園や道路の用地を生み出してきた。都市再開発、および自治体の開発業
者に対する宅地開発指導要綱も、日本でよく発達している。活発な都市再開発は、再開発ビルを
建てることで商業や公共施設などの都市機能を充実させるとともに、駅前広場に代表される公共
用地の確保にも貢献してきた。
これに対して、歩行者や路面電車の空間を確保するための自動車交通への抑制は、西ヨーロッ
パに比べて不十分であったが、近年、地球温暖化対策や公共投資の効率化の視点から交通需要管
理 (TDM)の考え方が生まれたり、中心市街地活性化、あるいはバリアフリーないしはユニバ
ーサルデザインという新たな政策目的が定立されたことによって、多少の進展が見られる。
3 アメニティと景観
アメニティ（快適な環境）は、日本では1970年代後半に提唱され、快適な都市空間、自然空間、
景観などを含む概念とされている。かつては環境省が、公害対策が一段落した後の政策目標とし
て熱心に推進していたが、最近はあまり使われないのは、アメニティという概念が多義的であい
まいなためだろう。
もちろん、アメニティという言葉に含まれていた個々の政策目標は、引き続き推進されている。
投資的な方法によるものとしては、水辺空間の整備、歩道の整備、自然再生型公園などが増えて
いる。
景観の保全は、一般の都市計画よりいっそう強い規制を意味するので、簡単ではないが、これ
も景観条例の制定、「伝統的建造物群保存地区」の指定、近代洋風建築の保存などが自治体の主
導で少しずつ進んできた。 2004年には景観法も制定された。
4 中心市街地の活性化
70年代からの大店法の政策目的は第 1に商店街の保護だったが、結局大型店が郊外に逃げるこ
とで中心市街地の衰退につながり、内外の規制緩和の要求もあって廃止された。この代替策とし
て登場したのが、中心市街地活性化法 (1998年）であり、政策目的は商店街振興から拡大された。
全国の大部分の市が、同法に基づく活性化計画を策定している 6)。政策手法は、集客のための
6)国の中心市街地活性化推進室のホームページ (http://chushinshigaichi-go.jp) を参照。
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商業機能や公共施設の充実、そのための再開発、公共交通や駐車場の整備など投資的なものが多
い。規制型の手法のなかでは、歩行者空間の拡大の事例は多いが、とくに西ヨーロッパで常識と
なっている大型店の郊外立地の規制や歩行者専用エリアの充実は、日本ではまだあまり用いられ
ない。投資的手法だけでヨーロッパのように中心市街地が活性化するかは疑問であるが、それで
も郊外大型店と競争できる魅力的な都心空間をつくれば、一定のシェアは確保できるかもしれな
い。
5 政策の発展と課題
一般に、公共政策の発展は、政策の目的におけるもの、手法におけるもの、過程・手続きにお
けるものの 3つに分けて考えることができる。ここでは、目的および手法における発展、そして
逆に改善の進みにくい問題についてまとめてみよう。
日本の都市政策は、たしかにその目的を次第に広げてきた。公共施設のうち、都市の街路網の
形成には明治期から力が入れられてきたが、戦後には1954年の道路整備5カ年計画に続き、 65年
に下水道、 66年に交通安全と住宅、 72年に公園についても中期計画が作られるようになった。
1980年頃からは、都市景観、アメニティ、中心市街地活性化、さらに自動車交通の抑制（交通需
要管理： TDM) も政策目的としては認知されるようになった。
都市政策の目的が順次追加され、幅を広げてきたのは、おもに次のような政治過程や理由によ
っていると思われる 7)。
• 国レベルでの政党間競争（例：住宅）
・担当する行政組織の努力（旧建設省公園部局による公園の整備、環境省によるアメニティの
提唱）
・地方自治体や住民運動による取り組み（地下鉄、景観保全、中心市街地活性化）
・外国とくに西ヨーロッパの都市政策からの学習、海外旅行• 生活体験の広がり。なお、「日
本の都市はアジア型なのでカオスは仕方がない」といった立場が取られなかったのは興味深
い。
• いずれの政策目的もとりあえずは投資的手法で推進することができ、予算拡大、建設業の振
興、開発成果の宜伝、経済成長につながること
こうして日本の都市の状況と政策は、「都市問題」が深刻化した高度成長期より改善され、先
進国の中でもかなり良好なレベルに達している。
しかしながら、いくつかの課題、弱点も残っている。たとえば、 OECDは日本の都市政策に
対して、次のような勧告をおこなっている。①都心の再活性化と郊外での成長のマネジメント、
②細分化された土地や未利用地の再開発、③都市デザインの質、都市の魅力を高めるための規制
の再構築、④都市への投資拡大、⑤過度に守られている私権の再規制と、都市計画への市民参加
7)村上、前掲書、 4章、 6章。
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の拡大、など。また、 2005年の国土交通省の白書を見ると、国土交通行政の「新たな展開」とし
て掲げられているのは、成呆重視、効率性・競争性の重視、地方分権、民間の創意工夫の活用、
国民に開かれた「対話型」行政、ユニバーサルデザインである。そしてそれに続く政策目的別の
記述では、「観光立国」と「美しい国づくり」、「地域再生・都市再生」が、他の目的に先んじた
位置を与えられている 8)。これら 2つの見解は、施設の量的整備よりも都市の魅力を重視すると
いう政策目的で共通しているが、 OECDの方がより規制的手法を重視している。
私見によれば、日本の都市政策にはいくつかの弱点があるが、これらは政策目的の弱さという
よりも、政策手法の不足に起因するものと考えられる。つまり、政策手法のうち、公共投資（国
の直接投資、自治体の投資と国の補助金）や民間投資の促進は概して潤沢におこなわれてきたが、
次のような規制型手法については、西ヨーロッパ等に比べて不十分さが目立ってきた。
① 用途地域（ゾーニング）の詳細化
② 郊外開発のコントロール（大型店立地規制、グリーンベルトなど）
③ 景観保全のための規制
④ 都市高速道路における環境への配慮（都心での高架の抑制、都心や郊外でのトンネル、掘
割方式）
⑤ 都心部での自動車規制、歩行者専用エリア（歩行者天国）、歩道の整備
⑥ 路面電車 (LRT)の復活、近代化
このうち、①の用途地域制度の弱さや②の郊外スプロール問題は、本格的な都市計画制度のス
タートが西ヨーロッパより50年程度遅れ、ようやく戦後の都市膨張期の中ごろに実現したという
歴史的事情にもよるだろう。都市が形成されたあとでの規制強化は、既得権の侵害になり、難し
いのである。しかも、地方議会に農業関係者や建設業者を多く含む自治体は、都市計画の強化に
必ずしも熟じヽではない。とはいえ、用途地域制度は、バブル経済による地価高騰が政治問題化し
たあと、詳細化され、西ヨーロッパにある程度近いものに充実してきたので、建築協定や地区計
画による個別地区のダウンゾーニング（容積率等の縮減）を除けば、これでほぼ限界だろう。こ
れに対して、郊外開発の抑制政策は、市街化調整区域や近郊緑地保全区域によるもの以外、あま
り機能していない。
③の景観については、第2次大戦による広範な破壊と高度成長期の保全策の遅れのために、日
本の都市は歴史的な部分を大きく失ってしまい、看板等の氾濫も加わって美しくないものとなっ
ている。しかし残った歴史的な町並みや建物は、なぜかシンボルとして復元されることの多いお
城の天守閣とともに、何とか保存されている。近年は、都市観光振興の切り札としても定着し、
「レトロな」街並みは、小都市だけではなく、京都、神戸、小樽、北九朴I(門司）などの都市で
も集客に成功している。また、新しい建築についても、設計コンペ等をつうじて魅力的なビルが
建つことが少なくない。
8)国士交通省『再生！日本の都市一OECD対日都市政策勧告』ぎょうせい、 2001年、 44ページ以下、国土交
通省『国土交通白書2005」2005年。
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これに対して、④から⑥までの課題は、なかなか改善が見られない。理由はそれぞれ違う部分
もあるが、自動車と道路の優先を抑えなければならないという難しさは共通しており、また、政
治的注目も経済効果への期待もすぐには集めにくい課題である 9)。こうした分野での政策手法の
改善のためには、公共交通優先や都心の活性化といった政策目的の強調による後押し、政策効果
の研究（以上、路面電車、歩行者空間の場合）、国の法律による自治体への規制権限の付与、モ
デル事業や社会実験、商店街の意識の向上、観光地図で明示することによる宣伝（以上、歩行者
空間）、公共投資予算の再配分（路面電車）、政策評価や環境アセスメント（裔速道路の環境への
配慮）などのきめ細かな戦略が有効だろう 10)。
さらに、一部から抵抗の起こりやすい規制型政策について合意を得るためには、自治体の「上
から」のリーダーシップだけでなく、住民参加や地元商店街の参加による検討が有効である。
なお、以上は、都市や自動車交通の無秩序な膨張に対する政策対応の遅れであるが、それとは
異なるタイプの課題も列挙しておきたい。社会経済的な変動により、内外の都市で現在問題にな
っているか、または今後起こる可能性のある課題群である。
• 特定分野での建設投資の過剰による、採算面あるいは環境面での問題は、日本では、高速道
路、地下鉄、文化施設、再開発ビルなどで起こりつつある。
・公的規制の過剰による都市の沈滞。これは日本ではあまり起こっていないようだ。
• 都市圏の構造変化。たとえば、都心での地価の低下とマンションの増加、および人口の減少
によって、郊外住宅地の一部が衰退する可能性が指摘されている。
・経済面で、アジア諸国の発展等によって日本の都市が基幹となる産業の衰退に直面するおそ
れがあり、新しい産業と魅力の開発が課題になる。
・社会面で、新たに起こりうる問題状況への対応。高齢化、少子化、犯罪の増加、外国人居住
者との摩擦など。
9) もちろん、これは各国の政治構造や争点の配置状況によっても違う。たとえばドイツでは、歩行者エリアや
路面電車の整備は、都市自治体の政治において、社民党・緑の党と保守党のあいだの重要な争点になってき
た。村上、前掲書、 5章を参照。
10)詳しくは、同書、 4章。
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